
被災者等の⽀援 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

22 被災者等の輸送を支援している例                                                  事例番号 172 
災害時における輸送業務に関する協定 
 

■取組主体 一般社団法人 兵庫県タクシー協会 ■取組の実施地域 兵庫県神戸市 

■業種 運輸業 ■取組関連 URL http://www.hyogotaxi.or.jp/ 

 

  取組の概要                                                 

災害時における神戸市との輸送協力協定を神戸市と締結 

 大規模災害時には、車両の確保が困難となり、応急対

策に必要な人員を迅速に投入できない事態や、必要な

物資を輸送できない事態などが想定される。 

 また、人工呼吸器装着患者や透析患者、その他福祉避

難所等での対応が必要な災害時要援護者についても、

移送手段を確保できない事態が多発することが想定さ

れる。 

 このため、兵庫県タクシー協会では、神戸市 からの協

力要請に応えて、通常業務に優先して、応急対策等を

行う人員や物資、要援護者の輸送などの協力を行う協

定を結んだ。 

 

  取組の特徴                                                 

災害時の要援護者の移送にタクシーを利用 

 災害時、介護が必要な要援護者を避難所から病院へ移送する際には、原則として、家族等が移送を

行うこととなるが、実際の被災時には、移送手段を持たない方が相当数発生することが懸念される。

阪神・淡路大震災の際には、被災者同士や近隣の方による助け合い、あるいは多くのボランティア

の方々に支えられて、要援護者の移送がなされた。 

 このため同協会は、神戸市からの災害時の輸送協力の打診を受け、要援護者の移送に加え、応急対

策等を行う人員や物資輸送を含めた包括的な協力を行うため、神戸市との協定を締結した。自然災

害の発生時においては、家族などがいなくて在宅で人工呼吸器を装着されている場合、家族がいて

もタクシーの要請を個人では断られた場合などには、この協定に基づき同協会が要援護者の移送を

行うことになっている。 

 また、同協会では、神戸市に加えて、隣接する 7つの市・町においても、上述と同様の申し合わせ

を行っている。 

 

職員の移動や物資の輸送にも活用予定 

【兵庫県タクシー協会に所属するタクシー】 
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 大規模災害時には、車両確保が困難となり、自治体職員が応急対策に向かおうにも、必要な輸送力

が確保できなくなる事態が想定される。また、道路の寸断等のため、必要な物資の輸送が困難とな

ることも考えられる。物資を運ぶ際には、一度に大量の運搬が可能なトラックの利便性が高いが、

阪神・淡路大震災においては、瓦礫等の散乱により大型車両が通行不可能になったケースが数多く

見られた。 

 同協会と神戸市との協定により、車両確保が困難な場合でも応急対応を行う自治体職員をタクシー

で移送できるとともに、多少の瓦礫等が散乱している道路であっても、小回りの効くタクシーであ

れば、避難所等への物資輸送が可能となる場面があると想定している。 

 

  平時の活用                                                 

会社間の連絡網の整備と活用 

 協定に基づいた移送等の円滑に行うため、神戸市内の同協会の事業者は、神戸市内の 9 つの区を 3

つに分けて、それぞれの連絡体制責任者を定め、その下に複数の連絡担当事業者を設けるなど、全

事業者への連絡ができるよう連絡網を整えた。連絡網は、災害時以外の緊急連絡など、平時も活用

もしている。 

 

  周囲の声                                                   

 今回の協定では、次の 2 点を期待している。1 点目は、災害が発生した時に、応急対応を行う職員

が災害現場や避難所などに向かう時に、車両の確保が困難な場合には、タクシーが利用できれば、

人員輸送について迅速な対応が可能となること。2 点目は、備蓄物資や他都市などからの応援物資

などの輸送も、道路状況によってはトラックに代わり、小回りの効くタクシーであれば、避難所等

への配送が可能となるので、幅広い輸送体制を確立することである。（地方公共団体） 

 

 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

22 被災者等の輸送を支援している例 / その他の事例 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

陸上輸送が困難な場合に備えた空輸協定        事例番号 173 コフジ物流株式会社 

■業種：運輸業   ■取組の実施地域：大阪府 

 物流事業に加え、航空機リース業を行うコフジ物流株式会社は、災害時に食料や衣料品などの救援

物資等を迅速に被災者の元に輸送するため、地元の枚方市と平成 26 年 7 月 に「災害時における

物資の航空機輸送に関する協定書」を締結した。今回の協定により災害時には、同社が保有するヘ

リコブター1機は救援物資等の配送用に確保されることとなる。 

 協定締結先となる枚方市では、この取組により、陸上輸送が困難となった場合においても空輸体制

を確保し、災害による被害の防止または軽減を図りたいとしている。 
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自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

23 円滑な医療体制を構築している例                                                  事例番号 174 
兵庫県内の大学と医療団体、海事団体で「災

害時医療支援船構想推進協議会」設立 
 

■取組主体 災害時医療支援船構想推進協議会 ■取組の実施地域 兵庫県 

■業種 学術研究、専門・技術サービス業 ■取組関連 URL http://www.sousenob.com/ 

 

  取組の概要                                                 

船舶を利用した被災者支援活動 

 大規模災害が発災した直後の緊急医療では、特別

の装備を持った政府艦船とこれと連携した DMAT

（災害派遣医療チーム：Disaster Medical 

Assistance Team）の果たす役割が大きい。しか

し、阪神・淡路大震災では船舶を利用した救命救

援活動がほとんど行われなかったことが神戸大

学の調査により判明した。 

 この調査を行った同大学の研究室（井上欣三名誉

教授）では、船舶を活用した災害時の支援のあり

方を模索し、平成 16 年からは日本透析医会と提

携し、腎臓病患者や医師の協力を得ながら、船で

患者を被災地外に運ぶ訓練や船内での透析治療等の訓練を実施した。 

 平成 25 年には、医療団体、海事業界、行政組織等の協力を得て『災害時医療支援船構想推進協議

会』を発足させ、「搬送船」、「宿泊所船」、「避難所船」の実現・普及に向けた訓練やシンポジウム

等の実施を継続している。 

 

  取組の特徴                                                 

大災害時の対応を検証し、構想を推進 

 海上交通工学等を専門とする神戸大学の井上欣三研究室では、阪神・淡路大震災以降、被災者の命

を守るための船舶の活用法として、船で医療を提供できないか検討を続けてきた。大規模災害の直

後の緊急医療では、政府艦船や DMAT の活躍が期待されるが、復旧、復興時になると被災者の生活、

健康支援が重要となることに同研究室は着目し、民間船に協力を求め、組織的に海からの支援を実

現するため「災害時医療支援船構想」を推進してきた。 

 東日本大震災においては、民間船の活用事例として、発災 1ヵ月後に大型客船「ふじ丸」が岩手県・

大船渡港などに停泊し、延べ 4,500 人の被災者に入浴や客室利用、携帯電話の充電などを無償で提

【徳島港における緊急透析患者を対象とした搬送訓練】
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供した例がある。しかし、このような船舶の利活用が被災地全体に普及しなかったのは、活用可能

な船舶の情報が把握されていないことに加え、船舶において医療活動を実施すること自体の認知が

進んでいなかったこと、そして資金面も含めた体制づくりが未整備であること等が挙げられる。 

 このため、井上名誉教授は、医師会、透析医会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、患者会、海事

業界、国・地方の行政組織等の協力を得て、平成 25 年 3 月に「災害時医療支援船構想推進協議会」

を設立し、搬送船、宿泊所船、避難所船の各プロジェクトについて検討を重ねるとともに、国によ

る認知、社会の理解促進、船会社との協力体制の構築に取組んでいる。 

 

避難所にはないベッドや入浴機能などが、船舶にはある 

 通常の避難所にはベッドや入浴、冷暖房もなく、プライバシーも守られないが、船であればその点

を補うことが出来る。避難所生活での疲労などが原因の災害関連死を防ぐため、船を避難所として

活用し、そこに医療団が乗り込んで医療や福祉を提供することは、船と医療の望ましい連携である。

同協議会は、このような避難所船のほかに患者の移送を陸上だけでなく海上で行う搬送船、医療団

の宿泊活動拠点としての宿泊所船の構想を掲げている。 

 

【災害時医療支援船構想の概要】 

 

練習船等を活用した訓練航海で意識啓発を推進 

 同協議会では、海上からの支援をより確実なものとするためには、「船舶において医療活動が実施

できる」という発想が、患者や医師や関係者の意識の中に自然と湧いてくることが必要だと考え、

その普及に向け、平時における患者の海上搬送訓練を重視している。 

 このため、神戸大の練習船「深紅丸」等を活用し、透析患者を対象とした訓練航海を継続的に実施

し、多くの患者、医師、看護師、臨床工学技士等に乗船の機会を提供し、意識啓発を推進している。
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  平時の活用                                                 

 「災害時医療支援船構想」の取組は、事前に専用の船を用意するのではなく、特別の装備がない普

通の船を災害発生時に即座に組織化して海からの支援を実現する、有事即応型の医療と海の社会連

携である。災害時に被災者支援を行う船舶については、民間の事業者から無理なく船を借用し、船

の運航に課す負荷を最小限とするため、平常業務に就いている民間船をありのままの姿で借用し、

ミッションが終われば、その船は直ちに平常業務に復帰できるような使い方を鉄則に考えている。

 

  今後の課題・展開                                           

 災害時における船舶の活用を確実かつ円滑なものとしていくためには、船舶運航事業者との協力体

制を確認するための訓練・演習、医療法など法律・制度の壁、国・地方自治体との連携などのテー

マが残されており、同協議会では今後これらの課題に取組むこととしている。 

 

  周囲の声                                                   

 阪神・淡路大震災から 16 年経過した東日本大震災においても、避難所や仮設住宅の生活空間とし

ての劣悪さは一向に改善されていなかった。災害弱者と呼ばれる方々が、命からがらやっと避難所

に辿り着いても生活機能が全く備わっていないため、過大なストレス、持病の悪化、余病の併発等

で生命を落とす「災害関連死」が多発した。これを解決するために、発災時に大型フェリーや客船

を借り上げ、生活空間が完備された船全体を避難所として運用し、船内に救護診療所や透析室を設

置し、JMAT（医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、その他介護・福祉関係団体の合同チーム）

を中心に通常の医療・介護を提供し、災害弱者の方々が陥りやすい「災害関連死」を防ごうとする

世界初の試みである。（医療関係一般社団法人） 
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自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

23 円滑な医療体制を構築している例                                                  事例番号 175 
災害時医療コーディネーター設置による広域

的な医療機関の連携・調整 
 

■取組主体 一般社団法人 長野県医師会 ■取組の実施地域 長野県 

■業種 医療、福祉 ■取組関連 URL http://www.nagano.med.or.jp/index.p

hp 

 

  取組の概要                                            

災害時のみ設置していた「災害医療コーディネーター」を常設化 

 「災害医療コーディネーター」は、災害時に圏域内の医療情報

を集約・一元化し、医療資源の配分、収容先医療機関の確保等

の医療救護活動等を統括・調整等を行う医師のことである。 

 東日本大震災においては、多くの医療支援チームが現地入りし、

自衛隊との協働のもと数多くの救命に携わったものの、広範囲

な被災地において、刻々と変化する医療等へのニーズや医療支

援の情報を体系的に収集することは容易ではなかったことか

ら、その必要性が近年強く認識されている。 【長野県医師会会館 外観】 

 長野県医師会はかねてから長野県と連携し、緊急時には県庁に設置される災害対策本部に出務する

制度を整えていたが、いざという場合の指揮系統の明確化や普段からの情報網の整備等の充実を図

るため、「災害医療コーディネーター」の常設化に取組み、平成 26 年 12 月には県の制度として、

同医師会の医師等が「長野県災害医療コーディネーター」として、県知事から委嘱されることとな

った。 

 

  取組の特徴                                                 

医療機関と県とが連携した「災害医療本部」設置訓練 

 長野県ではこれまで、県内を 10 の地域（二次保健医療圏）に分け災害拠点病院の指定・整備を進

めるとともに、災害拠点病院以外の医療機関、地域医師会、消防機関、行政機関等による連携体制

の整備を推進しており、DMAT（災害派遣医療チーム：Disaster Medical Assistance Team）につい

ても、11 の医療機関を指定してきた。また、各圏域では、医療機関同士の協議・検討により、緊急

時のマニュアルづくりが進められてきた。 

 長野県では特に医療機関における DMAT 活動が盛んであり、県と連携して、年に複数回「災害医療

本部」立ち上げの訓練を行っていた。これらの活動の中では、圏域をまたがって情報の収集・調整

等を行う「災害医療コーディネーター」の構想も含まれており、有事の際には、県庁内に医療機関

から代表者が派遣されることとなっていた。実際に東日本大震災の際にも、長野県医師会の医師が
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県庁に召集され、宮城県への医療チームに派遣を決定している。 

 

常設化し、支援体制の充実を図る 

 長野県ではそれまで、災害時には「長野県医師会長、長野県のうち統括 DMAT 及びその他必要な者」

が県の災害医療本部に入ることが規定されており、「災害医療コーディネーター」は災害時のみに

設置されるものであった。一方、東日本大震災の際には、支援者への平時からの教育と訓練、情報

通信体制の充実、指揮系統の明確化等の課題も浮き彫りとなった。被災地への派遣チームの参加者

をはじめとした医療関係者においては、「災害医療コーディネーター」を常設化し、支援体制のよ

り一層の充実を図ることの必要性が認識されることとなった。 

 これを受け、長野県では平成 25 年 2 月に策定した「信州保健医療計画」において、「発災後に県災

害医療本部に設置される災害医療コーディネートチームに参画するコーディネーターについて、常

設化などあり方について検討する必要がある。」と記載し、県の災害医療体制の充実強化のため、

災害医療コーディネーターの設置が「急務の課題」との整理をおこなった。続いて、長野県医師会

や県等による「災害医療コーディネーターのあり方検討ワーキンググループ」により検討が進めら

れ、平成 26 年 12 月には「長野県災害医療コーディネーター等設置運営要綱」がまとめられた。な

お、長野県の「災害医療コーディネーター制度」の概要は次のようのものである。 

 

①人数・任期：長野県医師会に所属する者から 3名、長野県内の DMAT 指定病院に勤務する統括 DMAT

から 12 名を知事が委嘱する。任期は 2年である。 

②平時の主な役割：(1)関係機関との連携体制づくり、(2)訓練・研修の企画・助言・指導、(3)災

害医療体制に関する助言などを行う。 

③大規模災害時の役割：長野県災害医療本部長の要請により、長野県災害医療本部に出務し、(1)

県レベルでの医療機関、医療関係団体及び各種団体との連絡・協力要請、 (2)県レベルでの消防・

自衛隊等関係機関との連絡調整及び厚生労働省との連絡調整、(3)県内で活動する DMAT 及び医療救

護班の全体的な指揮、調整並びに活動方針の策定、(4)地域医療搬送における受入病床及び搬送手

段の確保の調整、 (5)県内の病院・診療所等の被災情報の収集及び医薬品・医療資機材等の配分調

整などの任務を行う。 

 

  周囲の声                                                   

 長野県医師会には、今般の御嶽山噴火災害や神城断層地震災害時においても、実際に災害医療本部

に県災害医療コーディネーターを派遣いただくとともに、被災地における医療提供体制の確保のた

め積極的に活動いただき、多大な力を発揮していただいた。（地方公共団体） 

  



被災者等の⽀援 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

23 円滑な医療体制を構築している例 / その他の事例 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

薬剤師派遣による医療支援活動                事例番号 176 公益社団法人日本薬剤師会 

■業種：医療,福祉   ■取組の実施地域：岩手県、宮城県、福島県 

 公益社団法人日本薬剤師会では、東日本大震災の際に、被災 3県(岩手県、宮城県、福島県)および

茨城県に対して、派遣人数等を県薬剤師会と調整の上、全国から薬剤師を派遣し、①医薬品集積所

等での医薬品の仕分け・管理、救護所・避難所への払い出し作業、②救護所・仮設診療所等におけ

る被災者に対する調剤及び服薬説明、③医療チームに同行して、避難所等における処方支援・医薬

品の識別・代替医薬品の選択、それに伴う服薬説明等、④各避難所を巡回し、医薬品に関する相談

応需・服薬説明、一般用医薬品の適切な使用相談、⑤避難所等における衛生管理、防疫対策への協

力等を行った。 

 全国の薬剤師が支援活動に参加しやすくなるよう、全国 11 ブロックを 3 つに分け、岩手・宮城・

福島の 3県別に支援する担当ブロックを定め、組織的に派遣・支援を行うスキームを構築した。そ

の結果、震災発生後の 4 ヶ月で、被災 3 県を除く 44 都道府県薬剤師会より、実人数 2,062 人、延

べ 8,378 人の薬剤師が被災地に出動し、支援活動を行った。 

 救護所や避難所等に避難された住民の中には、慢性疾患等で継続服用している薬剤名を確認するの

が困難な例が多かったが、派遣薬剤師が患者から病歴や服用薬剤の色や形等の情報を聞き取り、服

用薬剤を特定して医師に情報提供を行うなどの活動を行った。 

 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

想定外の事態に対応するための訓練を実施      事例番号 177 一般社団法人岩手県薬剤師会 

■業種：医療,福祉   ■取組の実施地域：岩手県 

 一般社団法人岩手県薬剤師会では、「非常時・災害対策マニュアル」を作成し、会員に配布すると

ともに、その周知に努めている。また、マニュアルを実践する機会として、岩手県総合防災訓練へ

の参加し、①避難所での衛生管理、②医薬品集積所での医薬品仕分け、③避難所での医薬品供給な

どの訓練を行った。 

 同薬剤師会では、東日本大震災の経験から、対応手順を習得するための訓練とはせず、想定外の事

態に対し薬剤師として「何ができるのか」を考える機会となるよう計画した。参加した薬剤師は、

事前情報がない中、その場の状況に応じつつ「何が求められ」、「何ができるか」を考えながら、医

薬品の仕分けや供給を行う訓練を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



被災者等の⽀援 

 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

医療による国土強靭化と地方再生～次世代型多診療科クリ

ニックモール開発事業～                      事例番号 178
スマートメディカル株式会社 

■業種：医療,福祉   
■取組の実施地域：北海道、東北、関東、中部、近畿、中国、四

国、九州 

 スマートメディカル株式会社は、次世代型多診療科クリニック開発事業を展開している。 

 同事業は、主要駅ターミナルビルや都心の商業施設ビルなど、利用者の生活動線上の立地に多診療

科クリニックを開発し、かかりつけ医機能を持たせる事業である。個人開業医が集まった医療ビル

ではなく、多診療科の医師がローテーションで診察を行う。これにより、一次医療と二次医療の役

割分担が円滑化され、効率的な医療サービスが可能となり、また災害時や旅行者の体調不良時の応

急救護対応も円滑化される。 

 またこの次世代型多診療科クリニックは、託児所などと連携して女性の医療専門職の復職支援機能

を担うことが可能である。 

 同社は、株式会社三越伊勢丹ホールディングスとヒューリック株式会社との 3社合弁によるスマー

トライフ・マネジメント株式会社を平成 27 年 1 月に設立し、全国の百貨店や駅近ビル内にて、次

世代型多診療科クリニックを含んだヘルスケア・モール開発事業を展開している。 

 



被災者等の⽀援 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

24 被災者に食料、飲料、燃料、サービス等を提供している例                               事例番号 179 
災害時の対応を促すスマホアプリの開発と 

普及活動 
 

■取組主体 三井住友海上火災保険株式会社 ■取組の実施地域 全国 

■業種 金融業、保険業 ■取組関連 URL http://www.ms-ins.com/sumaho/main.h

tml 

 

  取組の概要                                                 

スマートフォンアプリで、保険と減災とを組合せたサービスを提供 

 三井住友海上火災保険株式会社では、本業で

ある保険の契約対応や事故対応サービスに加

えて、「保険をてのひらに」と「事故予防と減

災への貢献」の 2 点をコンセプトに、平成 24

年 8月にスマートフォン利用者向けアプリ「ス

マ保」をリリースした。 

 東日本大震災の教訓を踏まえ、大規模自然災

害に遭遇したときでも、利用者が無事に避難

できることを主目的に、「スマ保」シリーズの

第二弾として、平成 25 年 8 月にリリースした

アプリが「スマ保災害時ナビ」であり、避難

所への誘導機能や災害時のノウハウが確認で

きる仕組みである。 

 
【スマートフォンアプリの画面】 

 

  取組の特徴                                                

仕事先、旅先で被災した際に、避難所等が確認できる 

 東日本大震災の際には、住民に加え、仕事先や旅行先で被災した人々も多く発生した。これを踏ま

えて、安全・安心を提供することが損害保険会社の責務と考え、周辺地理に不慣れな場所で自然災

害に遭遇した場合でも最寄りの避難所が確認できるなど、防災面での機能の充実を図ったサービス

の提供をしている。 

 

自然災害発生時に対応した主な機能 

 同アプリでの防災面での主な機能には次のようなものがある。 

 

①速やかに自治体の指定避難所へ：カメラを合わせると、実際の風景画面に、避難所等の方角や自



被災者等の⽀援 

 

宅の方向が表示される。この機能により、通信が遮断されている、あるいは暗闇といった環境下で

も利用可能である。また GPS を利用して、現在地から避難所等までのルートを地図上に表示し、外

出先でも最寄りの避難所等が確認可能となっている。なお避難所の情報は都道府県の地域防災計画

や都道府県がホームページで公表している情報などを取得、集約している。更にデータベースの精

度を高めるため、市区町村が策定した最新の避難所データ等の取得も行っている。 

②災害時ノウハウを手のひらに：自治体が発行する「防災対策マニュアル」のような内容が、手元

のスマートフォンで確認可能となっている。 

③情報の受発信で安心を：「災害時ナビ」の画面上から、「Google パーソンファインダー」や「Twitter

ライフライン情報」にワンタップで接続できる。迅速な情報の受発信が可能であり、災害時に安心

感を届けることができる。 

 

  平時の活用                                                 

保険サービスのアプリに、減災面での機能を付加 

 保険の申込みや契約の確認機能に加え、防災情報通知、避難所情報の提供や災害時ノウハウ集など

の機能を付加している。このため突発的な大規模自然災害時に備え、平時から使用することを前提

とした仕組みとなっている。 

 また、平時から、生活と切り離せない存在となっているスマートフォンを活用することで、災害時

の対応力も強化されることとなる。 

 

  周囲の声                                                   

 都心での豪雪で公共交通機関が停止したことがあった。そんな時、自宅までのルートが確認できた

ので、慣れない状況下で安心して無事自宅にたどり着くことができた。（一般ユーザー） 

 最近各地で様々な大規模自然災害が起きていたため、突然の自然災害でも慌てずに行動ができ、い

つも持ち歩いているスマートフォンならば安心感を得られることから、家族にも利用を勧めた。（一

般ユーザー） 

 

  



被災者等の⽀援 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

24 被災者に食料、飲料、燃料、サービス等を提供している例 / その他の事例 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

災害用木炭備蓄事業                          事例番号 180 一般社団法人全国燃料協会 

■業種：農業,林業   ■取組の実施地域：東京都 

 一般社団法人全国燃料協会は、災害時供給用の木炭を備蓄しているほか、林野庁の協力を得て木炭

の普及・啓発を行っている。また、簡単に着火と消火ができる家庭室内用の木炭コンロを開発し、

その普及を図っている。 

 東日本大震災の際には、林野庁と連携して、緊急支援物資として木炭及び木炭用コンロをライフラ

インが寸断された地域等に供給した。 

 震災直後は、被災地は時期的にまだまだ寒く、電気、油、ガスが寸断された中、木炭による暖房、

温かい食事の提供がなされた。また、被災者から「停電の続く真っ暗な中で、赤々と燃える炭火を

見てどれほど心が安らいだか・・」との言葉が協会に寄せられるなど、木炭は災害から立ち上がる

被災者の「折れない心」の一助となり、強靱化にも貢献すると考えている。 

 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

災害時における地域住民への井戸水の提供及び防災トイレ

の提供                                      事例番号 181
いちい信用金庫 

■業種：金融業,保険業   ■取組の実施地域：愛知県 

【井戸水の提供】 

 いちい信用金庫では、愛知県一宮市からの災害発生時に地域住民を支援する企業の募集を受け、同

金庫が保有する井戸から汲み上げる井戸水を生活用水として地域住民に提供する「災害時における

支援の提供に関する協定書」を平成 26 年 3 月、同市と締結した。 

 同金庫がホタルを育てるために使用している井戸水を、災害発生時には生活用水として地域住民に

提供する。この取組により、水道が使用できない場合でも、地域住民の生活用水を確保できる。 

【防災トイレの提供】 

 同信用金庫では、過去の大地震発生時において、被災した住民からトイレに困っているという声が

多くあること知り、平成 25 年 6 月の神明津支店新築にあたって、災害発生時に地域住民が利用で

きる防災トイレを設置した。 

 ベンチタイプの防災トイレを設置したことにより、通常はお客様がいつでも利用できる屋外のベン

チとして使用している。 

 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

自治体との協定に基づき銀行が非常食を提供    事例番号 182 株式会社栃木銀行 

■業種：金融業,保険業   ■取組の実施地域：栃木県 

 株式会社栃木銀行では、平成 25 年 9 月に栃木県高根沢町と連携と協力に関する包括連携協定を締

結した。この協定により、①企業誘致、②雇用創出、③産業振興、④暮らしの安全・安心、福祉、

子育て、教育に関すること、⑤その他地域活性化の大きく 5つの項目について、取組を進めて行く

ものである。 

 このうち、④暮らしの安全・安心に関わる取組として、高根沢町にある同宝積寺支店において、災

害時に被災者用の非常食として、水、食糧（パン）を 200 セット準備し、災害時には地域の避難所

等へ提供することとしている。 

  



被災者等の⽀援 

 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

災害時における民間賃貸住宅の空き室情報の提供 

事例番号 183

公益社団法人全国賃貸住宅経営者

協会連合会 

■業種：不動産業   ■取組の実施地域：東京都 

 公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会では、災害が発生した際、住居を滅失した被災者に対

して応急的な住宅として民間賃貸住宅を提供することを目的として、空き室情報を「安心ちんたい

検索サイト」において常時公開するとともに、災害発生時には被災者や地方自治体へ直ちに提供す

る取組を行っている。 

 同会では民間賃貸住宅の空き室情報を提供するとともに『【行政担当官向け】被災者に応急借上げ

住宅へスムーズに入居いただくためのガイドブック』を作成し、自治体等に提供することで入居の

迅速化を図っている。 

 

１．インフラ関連事業者  ２． ３． ４．

災害に備えた特設公衆電話の事前設置と情報ステーション

化の推進について                            事例番号 184

東日本電信電話株式会社 

西日本電信電話株式会社 

■業種：情報通信業   ■取組の実施地域：全国 

 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社では、大規模災害等が発生した際に、避難施

設等での早期通信手段確保及び帰宅困難者の連絡手段確保のため、無料で利用することのできる特

設公衆電話の事前配備を進めている。また、被災時においても通信手段の多様化を確保するために、

非常用電話と公衆無線 LAN を設置した「情報ステーション」の検討と設置（東日本電信電話株式会

社の一部施設）を進めている。 

 東日本大震災発生時には被災者支援の取組として、「特設公衆電話設置」、「公衆無線 LAN 環境の提

供」等を実施した。しかしながら、災害の規模が大きく、避難施設等によっては通信手段確保まで

に時間を要するケースが生じた。こうしたことを踏まえ、災害時の避難施設等での早期通信手段の

確保、帰宅困難者の連絡手段の確保のため、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社

では、自治体等と連携の上、これらの設備の事前設置に取組んでいる。 

 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

災害時に携帯電話等の充電が行えるソーラー街路灯 

事例番号 185
パナソニック株式会社 

■業種：製造業   ■取組の実施地域：全国 

 パナソニック株式会社では、非常時の夜間照明をできるだけ長時間確保したいという社会的ニーズ

の高まりに伴い、消費電力が少なく、かつ効率の良い LED 照明を搭載したソーラー街路灯を発売し

ている。 

 同社ではさらに、災害など非常時に AC100V が使用できるソーラー街路灯（非常電源機能付き）を

開発し、避難場所などの防災拠点で、夜間の明るさを確保するとともに、太陽電池で発電した電力

により、携帯電話・スマートフォンの充電も可能としている。 

 携帯電話・スマートファンのほか、ラジオ、拡声器などに接続可能である。また、LED 照明は、日

没から日出までの終夜点灯（約 14 時間）で 5 日間の点灯が可能となり、避難場所である公園や学

校、街路、集合住宅周辺や公共施設の外灯として設置できる。 

 

１．インフラ関連事業者  ２． ３． ４．

通信会社が連携、大規模災害時に無線 LAN を無料開放 無線 LAN ビジネス推進連絡会 



被災者等の⽀援 

 

事例番号 186

■業種：情報通信業   ■取組の実施地域：東京都 

 過去の災害時において固定電話、携帯電話が被災した場合には、公衆無線 LAN が有用な通信確保に

なった事例がある。無線 LAN ビジネス推進連絡会では、災害時における通信疎通確保の観点から、

通信事業者との契約有無を問わず利用できる仕組みの検討と事業者向けガイドラインの策定を行

った。 

 このガイドラインに基づき、携帯電話等の通信事業者が提供する公衆無線 LAN サービスは災害用統

一 SSID「00000JAPAN」により無料開放され、すべての利用者は全国一律で無線 LAN を使用できるよ

うになる。 

 本取組は我が国における先駆的な防災取組として国連防災世界会議で紹介されたほか、今後は、自

治体等の利用に向けて広報活動を進める予定としている。 

 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

避難所に無償で新品の畳を届ける「5 日で 5000 枚の約束」

事例番号 187

「5 日で 5000 枚の約束」プロジェ

クト実行委員会 

■業種：製造業   ■取組の実施地域：東北、関東、東京、中部、近畿、中国、九州

 平成 23 年 4 月に発足した「5 日で 5000 枚 の約束」 プロジェクト実行委員会では、地震や土砂崩

れなどの災害時に避難所に無償で新品の畳を提供する取組を進めている。このプロジェクトは、神

戸市の畳店が呼びかけたもので、40 都道府県の 212 の事業者が参加を表明している（平成 27 年 3

月 31 日現在）。 

 京都府、兵庫県神戸市、兵庫県西宮市、兵庫県豊岡市、兵庫県姫路市、和歌山市、滋賀県甲賀市、

滋賀県湖南市、新潟県三条市、石川県七尾市、千葉県館山市、千葉県南房総市、千葉県鴨川市、千

葉県鋸南町と災害時における畳の提供等に関する防災協定を締結した（平成 27 年 3 月 31 日現在）。

 また、和歌山県大規模津波防災総合訓練、西宮市総合防災訓練、神戸市・垂水区役所総合防災訓練

等に参加し、避難所への畳搬入訓練を行っている。   

災害が発生した際には、当プロジェクトに参加している畳店からプロジェクト指定集積所へ事務局

からの発令後 2日以内に畳を収集し、発災 3日目以降 5日以内に、自治体の指示する各避難所に提

供する予定である。体育館の半分に敷き詰めるには、約 200 枚が必要と想定しており、5 日以内に

計 5,000 枚を提供することで、避難所の冷たい床での生活の辛さを少しでも和らげることを目指

している。 

 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

アマゾンと徳島県との災害協定                事例番号 188 アマゾンジャパン株式会社 

■業種：卸売業,小売業   ■取組の実施地域：徳島県 

 アマゾンジャパン株式会社は、徳島県と「災害発生時における支援に関する協定」を平成 26 年 9

月に締結した。この協定は、大規模災害の発生に備え、避難生活の長期化が予想される避難所で必

要となる物資情報の公開を支援することで、物資を迅速かつ的確に調達することを目的としてい

る。 

 同社では、東日本大震災発生後に、通販サイト「Amazon.co.jp」上の「ほしい物リスト」サービス

を活用し、約 7,000 か所以上の避難所、学校、非営利団体、個人宅等に合計 10 万個以上の物資を

支緩できる環境整備を行った経験がある。 

 同社では、大規模な災害発生時においては、避難所への物流が回復次第、避難所毎に作成された「ほ

しい物リスト」が周知されるように、「Amazon.co.jp」上において特設ページを公開する等、支援

に努めることとしている。 

 



被災者等の⽀援 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

25 帰宅困難者への支援を行っている例                                                 事例番号 189 
大規模複合再開発施設における 

帰宅困難者対策 
 

■取組主体 森ビル株式会社 ■取組の実施地域 東京都（港区） 

■業種 不動産業 ■取組関連 URL http://www.mori.co.jp/ 

 

  取組の概要                                                 

逃げ出す街から逃げ込める街へ 

 森ビルは「逃げ出す街から逃げ込める街へ」を標榜し、再開発施設の整備を通じて、ビジネス活動

を行う企業、生活する居住者、さらに訪問者（観光客など）が安心して活動できる環境の形成に努

めている。 

 周辺地域の方や帰宅困難の方を受入れる取組とし

て、震災備蓄及び災害用井戸の整備、独自の災害時

情報提供システムの開発、防災組織体制の構築、東

京都港区との帰宅困難者受入れ等に関する協力協定

の締結、災害時の NHK テレビ放映の覚書締結などを

実施している。六本木ヒルズでは 5,000 人、虎ノ門

ヒルズでは 3,600 人の帰宅困難者受入れ体制を確保

している。 

 

  取組の特徴                                                

建物の強靱化から、入居企業や居住者、利用者を守る取組へ 

 阪神・淡路大震災においては、古い木造住宅が密集した地域で家屋の倒壊、火災の延焼などにより、

甚大な被害が発生した。大規模地震の発生が予想されている東京においても、木造住宅密集地域が

多く残り、防災上の課題となっていたことが、同社が震災対策に対し本格的に取組むきっかけとな

った。 

 阪神・淡路大震災以降、耐震性能を高めることで、単に倒壊しないだけではなく建物機能を維持し、

使い続けられる安全な建物を目指すに至ったが、その後の東日本大震災ではマグニチュード 9.0 の

巨大地震の体験を通して、入居企業や居住者、利用者に対して建物の状況や地区内外の被災の情報

等を早急に伝えるとともに、帰宅困難者対策等の必要性を痛感するに至った。このため同社では以

下の取組を強化している。 

 

①震災備蓄及び災害用井戸の整備：民間最大規模の約 25 万食の備蓄食糧等を備えるほか、毛布や

【六本木ヒルズ(左)と虎ノ門ヒルズ(右)の外観】



被災者等の⽀援 

 

医薬品、資機材、簡易トイレなどの災害時に必要な備蓄品を用意している。災害用井戸は、当社管

理施設において 16 箇所に用意しており、設置施設ならびに近隣に生活用水を供給することが可能

である。 

②独自の災害時情報提供システムの開発：東日本大震災の教訓から、施設で受入れる帰宅困難者へ

のタイムリーかつ適切な情報提供の手段として、六本木ヒルズにおいて、エリア放送（フルセグ・

ワンセグ）を活用した独自の災害時情報配信システムを構築している。また、六本木ヒルズレジデ

ンスでは、震災放送を住戸内のテレビで視聴できるようにしている。放送は六本木ヒルズエリア内

においてのみ配信されるため、その時そのエリアにいる人達にとって有効な情報を提供でき、ワン

セグ機能のついた携帯電話、スマートフォンのほか、館内に臨時設置するフルセグ（TV モニター等）

やオフィス入居企業向けの「災害サポート WEB」、レジデンス居室内テレビでも視聴できる。 

③東京都港区との帰宅困難者受入れ等に関する協力協定の締結：平成 24 年に東京都港区と「災害

発生時における帰宅困難者の受入れ等に関する協力協定」を締結し、官民連携のもと、より一層災

害に強い安全・安心な周辺地域への貢献も果たす防災拠点としての街づくりを目指している。協定

により、帰宅困難者に対する一時避難場所の提供、帰宅困難者に対する避難誘導用具の提供、帰宅

困難者に対する備蓄食糧や飲料水などの提供、駅周辺などからの帰宅困難者の誘導及びそれに要す

る人員の提供の協力を行う。 

④災害時の NHK テレビ放映の覚書締結：NHK（日本放送協会）との覚書を締結しており、六本木ヒ

ルズ内の商業施設共用部やオフィス共用部 ELV ホール、オフィス共用部ラウンジ等の情報発信モニ

ター（ヒルズビジョン）に、災害時には NHK テレビの放映を行う。 

 再開発施設の防災力を高めるだけでは、周辺地域住民の安全性を高めることはできない。そこで、

再開発施設が周辺地域も受け入れ、防災拠点の役割を担うべきであると同社では考えており、具体

的には、六本木ヒルズで行う震災訓練は、六本木ヒルズ自治会と共催で行い、消防署や行政と協力

しながら、近隣の町会、消防団、小学校も参加する訓練として実施している。 

 

  防災・減災以外の効果                                   

新規の入居やその継続のためには、強靱化が必要 

 森ビルで行った東京 23 区のオフィスニーズ調査（平成 24 年、東京 23 区に本社のある資本金上位

の 1万社を対象に実施。2,118 社より回答）では、耐震性の優れたビルに対する要望は強く、特に、

入居ビルの選定基準では、耐震性能、ビル管理会社の防災体制、非常用発電機の有無が求められて

いる。 



被災者等の⽀援 

 

 

【ビルの入居者が重視している性能】 

 

 新規の入居や入居の継続に向け、同社では、大規模地震の発生時においても、建物に損傷を与えず

事業継続を実現する耐震性能を確保（例：高性能の制震装置の導入）するとともに、災害時に備え

た防災組織体制の構築、事業継続を支える非常用発電機の導入を行っている。 

 例えば、発電システムについては、六本木ヒルズでは施設内に独自のエネルギープラントを設置し

電力供給を行い、東京電力によるバックアップ、灯油のストックの 3重の安定性を確保している。

また、虎ノ門ヒルズでは、通常の東京電力からの受電に加え、バックアップとしてガスと重油によ

る非常用発電設備を用意している。 

 

  周囲の声                                                   

 東日本大震災の際、六本木ヒルズにて帰宅困難者の受け入れを実施していただいたことを契機に

協力協定を締結した。来街者が多い六本木においてこの協力協定はとても心強く感じている。ま

た、事業者として自社物件の災害対策が優れているだけでなく、地元町会等との積極的な防災に

関する連携が行われており、地域全体の防災力がさらに向上することを自治体としては期待して

いる。（地方公共団体） 

 

  



被災者等の⽀援 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

25 帰宅困難者への支援を行っている例                                                事例番号 190 
医師会との医療連携も構築した 

帰宅困難者対策 
 

■取組主体 三菱地所株式会社 ■取組の実施地域 東京都（千代田区） 

■業種 不動産業 ■取組関連 URL http://www.mec.co.jp/ 

 

  取組の概要                                                 

東日本大震災以前から帰宅困難者対策に取組む 

 三菱地所株式会社は東京駅周辺の大手町・丸

の内・有楽町地区に数多くの自社ビル等を有

している。同地区は就業人口約23万人を擁し、

災害発生時における就業者や旅行者等の安全

確保が課題とされていたことから、かねてか

ら帰宅困難者対策に取組んできた。平成 21 年

3 月には、社内の災害対策要綱を詳細化し、同

社独自の「震災シミュレーション」を作成し、

各種の行動手順書を準備している。 

 

【千代田区医師会によるトリアージ訓練】 

 平成 25 年 9 月 6日には、帰宅困難者対策をより一層推し進めるとともに、災害時に負傷者が発生

することを想定し、千代田区医師会・東京駅周辺防災隣組と医療連携に係る協定書を締結した。 

 

  取組の特徴                                                 

毎年「災害シミュレーション」の見直しを行い、対策を強化 

 同社では、東日本大震災以前から、防災力強化に力を入れており、「千代田区ハザードマップ荒川

決壊版」の改訂を受け、地階重要室の浸水対策を実施するなどの取組を進めていた。さらに平成 20

年 11 月から平成 21 年 3 月にかけて災害マニュアルを見直し、新たに「震災シミュレーション」を

作成し、建物応急危険度判定・帰宅困難者受入・負傷者対応の行動手順書を準備するとともに、必

要となる備蓄備品を各ビルへ配備した。 

 以降毎年度その改訂を行っており、本店支店部会にて周知を図るとともに、東日本大震災の後には、

平成 24 年 7 月に帰宅困難者受入スペース及び備品(水、食料、簡易型トイレ、サバイバル保温シー

ト、携帯電話用手動発電機等)の拡充を実施した。また、多様な災害リスクが意識される昨今の動

向も考慮し、富士山噴火・大規模水害といった自然災害一般についての行動手順の策定を現在検討

中である。 

 



被災者等の⽀援 

 

千代田区医師会等との連携 

 平成 25 年 9 月 6 日には、帰宅困難者対策をより一層推し進め、災害時に負傷者が発生することを

想定し、千代田区医師会・東京駅周辺防災隣組と医療連携に係る協定書を締結した。 

 大規模地震が発生した際には、二次被害の拡大防止として、同社グル-プ社員の専門技師による応

急危険度判定により建物の継続利用可否判断を行い、その上で、帰宅困難者の受入れを開始するこ

ととなっている。その際、負傷者の受入れのため、帰宅困難者とは別の仮救護所を設営し、医師に

よるトリアージを実施することで同地域の医療連携活動を円滑にする予定である。また、三菱地所

プロパティマネジメント株式会社が管理している「丸の内ビジョン」や東京駅周辺防災隣組の情報

ステーションを活用し、「どのビルで救護所が立っているか」、「搬送先医療機関はどこになるのか」

などの情報等を提供することとしている。 

 なお、平成 26 年 3 月には最初の「災害時医療連携訓練」を実施し、千代田区医師会の医師・看護

士 30 名を含め、70 名体制で訓練を行った。 

 

 

【東日本大震災当日平成 23 年 3月 11 日の様子(丸の内ビジョンを観入る帰宅困難者)】 

 

  防災・減災以外の効果                                   

 大手町・丸の内・有楽町地区には、約 4,200 社の事業者が立地している。また、これらの企業の連

結売上高は 124 兆円とも言われる。同社のビルが高い防災力を有することは、BCP（Business 

Continuity Plan：事業継続計画）を高い水準で実現することが求められている企業のニーズを満

たすことにつながっている。 

 千代田区との間で「帰宅困難者一時受入施設の協定」を締結した。 

 また、ゼネコンや設備施工者との協力体制を構築した。 

 

  周囲の声                                                   

 同社は、「ノブレス・オブリージュ」（社会的責務を果たす）の基本精神に則り、災害時には最も

弱い点（クリティカルな隙間）に対して優先的に取組んでおり、さらにこれを進化させる計画を

推進している。（地方公共団体） 



被災者等の⽀援 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

25 帰宅困難者への支援を行っている例                                                事例番号 191 
ボランティアスタッフを活用した非常時にお

ける帰宅困難者対応とその体制の構築 
 

■取組主体 東京駅周辺防災隣組(東京駅・有楽町駅周辺地区帰

宅困難者対策地域協力会) 

■取組の実施地域 東京都（千代田区） 

■業種 不動産業 ■取組関連 URL http://www.udri.net/tonarigumi/inde

xtonarigumi.htm 

 

  取組の概要                                                 

帰宅困難者対策を「共助」で行う 

 東京駅周辺防災隣組は、東京駅及び有楽町駅周辺の大手

町・丸の内・有楽町地区に立地する企業群が中心になっ

て、平成 14 年に発足、帰宅困難者支援対策を中心とし

た防災訓練を始めとした様々なプロジェクトを行って

いる。平成 27 年 2 月現在、会員数 102 社、事務局 4 名

となっている。帰宅困難者の発生など、「街」が直面す

るさまざまなリスクに対し、一企業では対応しきれない

事態に備え地域企業が連携し、「企業間の共助」という

平成 14 年当時には新しかった理念の下に有志が集ま

り、活動をスタートさせた団体である。 

 

【防災訓練の様子】 

 平成 14 年発足当初から、東京駅周辺防災隣組では非常時において、企業の災害担当者は自社にお

ける対応で手一杯となり、地域で発生する帰宅困難者や負傷者への対応は期待できない（防災隣組

まで来ることができない）状況を想定し、対策として、会員企業を中心とした社員の中からボラン

ティアを募る取組を進めている。 

 

  取組の特徴                                                 

ボランティアを募るステップ 

 普段から事前登録しているボランティアスタッフに加え、非常時には帰宅困難者自身が、他の帰宅

困難者を助けるという方法が考えられ、帰宅困難者の中から有志をボランティアとして募る。その

具体的手順は次のようなものを考えている。 

 

ステップ１：東京駅周辺防災隣組が「防災隣組ボランティアセンター」を開設する。 

ステップ２：受付のために事前登録ボランティア並びに当日登録ボランティアの名簿を作成する。

ステップ３：平時から防災隣組にボランティア登録をしているオフィス就業者が、自社における対



被災者等の⽀援 

 

応が一段落し、駆けつけられる状況になった段階で可能な限りセンターに駆けつけ

る。 

ステップ４：帰宅困難に遭遇した避難者の中で、支援作業へ協力を希望する有志にもボランティア

活動に参加願う。 

 

ボランティアの役割分担 

 平成 26 年 3 月の訓練時には、受付班、情報班、救護班、防災レポーター班、事務局でチーム構成

を行った。受付班は、事前登録ボランティア・当日登録ボランティアの参加受付、名簿作成、保険

付保等を行う。情報班は、地域の災害情報を収集し、ホワイトボードに取りまとめ、情報発信する。

救護班は、千代田区医師会と連携して応急救護を行う。防災レポーター班は、地区内の放送局がこ

の地区の被災状況をレポートし、地区内の放送局に発信する。 

 保険については、平成 26 年 7 月に千代田区から地域協力会に対する保険を運用することとした（千

代田区は保険に加入して、その範囲内で地域協力会会員が自身の事故や損害や、第三者に与えた怪

我や損害等をカバーする）。 

 

【東京駅周辺防災隣組ボランティアセンターの仕組み】 

 

  周囲の声                                                   

 東京駅・有楽町駅周辺地区帰宅困難者対策地域協力会は、「企業間の共助」という防災理念の下に、

有志が集まり、知見を出し合い先鋭的な取組を実践している。（地方公共団体） 

 企業や学校からの帰宅困難者は、当帰宅困難者対策地域協力会のエリアでも受入れすることにな

っている。その際、東京駅周辺地区と同様に、保護するだけではなく、無事である有志には、救

援の担い手となっていただくことを前提としている。千代田区だけでなく都市部の他の自治体へ

拡大が望まれる取組だと思う。（帰宅困難者対策関係団体） 

  



被災者等の⽀援 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

25 帰宅困難者への支援を行っている例                                                事例番号 192 
川崎地下街アゼリアの一時滞在施設の安全確

保と帰宅困難者対策 
 

■取組主体 川崎アゼリア株式会社 ■取組の実施地域 神奈川県（川崎市） 

■業種 不動産業 ■取組関連 URL http://www.azalea.co.jp/ 

 

  取組の概要                                                 

地下街ならではの帰宅困難者対策 

 川崎アゼリア株式会社が運営する「川崎地下街

アゼリア」は、川崎駅に直結する公共地下歩道

として、昭和 61 年に建設され、川崎駅東口の

賑わいを牽引してきた。 

 同地下街では、帰宅困難者対策を想定してはい

なかったが、東日本大震災時においては、帰宅

困難者が約 3,000 人集まったため、臨機応変に

各種対応を行った。 

 この経験を生かし、積極的に「帰宅困難者一時

避難施設」としての役割を担うために、非常用電源装置の強化、デジタルサイネージの設置、天井

の補強などのハード整備とともに、大規模な避難訓練への参加や緊急時の災害情報提供に向けた協

定等を進め、地下街の魅力づくりと耐災害性の強化を両立する取組を実施している。 

 

  取組の特徴                                                 

東日本大震災時、予期せぬ帰宅困難者を受け入れる 

 東日本大震災時においては同地下街に多くの帰宅困難者が集まってきた。同社では、それまで帰宅

困難者対策について明確に意識することがなく特段の準備を行っていなかったが、刻々と移り変わ

る状況に応じて臨機応変に各種対応を実施し、約 3,000 人が一晩を地下街で過ごすことができるよ

うにした。 

 平成 23 年 3 月 11 日から 12 日かけては、次のような対応がなされた。 

14:48 安全確認：地下街やテナントの被害が無いことを確認 

16:00 店舗閉鎖：鉄道運休につき順次閉店 

18:00 駅閉鎖：地下街内滞留者が増加 

18:30 暖房継続・入り口開放：滞留者が 2,600 名を超える（当日 22:00 の気温 4.5 度） 

19:30 段ボール準備・配布：防寒用に段ボール 3,000 枚を準備（店舗が多く入居する地下街だか

【帰宅困難者対策訓練時の様子】 
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らこそ早急な調達が可能だった） 

23:20 毛布手配連絡：川崎区役所から防寒用毛布配布連絡（区役所で判断し配布が決定） 

01:20 毛布配布完了：滞留者全員に配布（滞留者の中学野球部員がボランティアとして活躍） 

（この間、区役所、保健所の職員が滞留者の健康状態を聞いて廻る。乳幼児には駐車場事務室でお

湯を提供。） 

04:50 京浜急行復旧・改札：滞留者の帰宅が始まる  

06:30 JR 復旧・改札：7時前に滞留者全員が退去 

10:00 開店：通常営業を再開 

 

経験を生かし、駅周辺で最も収容力の高い「一時滞在施設」として位置づけ 

 震災時の取組がきっかけとなり、平成 24 年 10 月には、災害時に帰宅困難者一時滞在施設としての

協定を川崎市と締結した。また、平成 26 年 4 月には川崎市が駅周辺の事業者、鉄道事業者（JR・

京浜急行）などとともに「川崎駅周辺帰宅困難者等対策協議会」を設立した。 

 その後「川崎駅周辺帰宅困難者等対策協議会」では定期的に「帰宅困難者対策訓練」を開催してお

り、協議会参加企業の従業員等 500 名が参加した訓練も実施し、災害弱者等の避難なども設定した

シミュレーションを行いながら、帰宅困難者を同地下街で受け入れる手順の確認なども行ってい

る。 

 地下空間は、地震災害に強く保温性に優れるとされる一方、停電時に暗闇となる可能性や一部避難

経路への避難者の殺到なども懸念される。また、東日本大震災の際には、停電は起きなかったが、

夜間、点灯及び暖房を稼動し続ける必要があった経験をふまえ、同社では、非常用電源装置の稼動

時間を 10 時間から 15 時間へと増強するとともに、デジタルサイネージの整備とあわせて災害時に

NHK の緊急災害情報を流す協定を締結するなど、ハード、ソフトの取組を進め、より一層の安全性

の確保を目指している。 

 

国の支援施策も活用 

 川崎駅周辺は、都市再生特別措置法に基づく「都市再生緊急整備地域」に指定されており、同地下

街は川崎市の「都市再生安全確保計画」（平成 25 年）において「一時避難施設」「情報伝達施設」

として位置付けられている。これを受け、平成 26 年度に創設された国土交通省の「地下街防災推

進事業」を活用し、天井の点検及び改修、避難誘導施設（蓄光材、防災サイン）やデジタルサイネ

ージの設置を進めていく予定である。 

 

  防災・減災以外の効果                                             

 同地下街が現在進めている「天井の改修」や「デジタルサイネージの設置」は、強靱化に資する取

組であるとともに、回遊性や快適性を高め、利用者に多様な情報提供を行うためのものであり、地

下街の総合的な魅力づくりと安全・安心への対策とが両立した取組となっている。 

  



被災者等の⽀援 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

25 帰宅困難者への支援を行っている例                                                事例番号 193 
新宿駅周辺ビルとともに行う帰宅困難者支援 
 

■取組主体 工学院大学 ■取組の実施地域 東京都（新宿区） 

■業種 教育、学習支援業 ■取組関連 URL http://www.kogahuin.ac.jp/ 

 

  取組の概要                                                 

大学による帰宅困難者対策 

 新宿西口地域は、世界最大の乗降客数 75 万人(平成 25 年度)となる新

宿駅や、巨大な昼間人口と都市機能が集約する超高層ビル群が位置し

ている。工学院大学の新宿キャンパスは同地区に立地し、地元自治

体・事業者等と連携し、地域の防災・減災拠点として研究・教育・社

会貢献活動を行っている。首都直下地震などに備え、毎年、シンポジ

ウム、セミナー、講習会や地域防災訓練を主導し、得られた成果を広

く公開するなど、国内外の巨大都市のレジリエンス向上に向けたモ

デル事例となっている。 

 また、平成 22 年に行われた同大学及び新宿駅周辺地域防災対策協議会が主体となって地震防災訓

練を行った際に「新宿西口地域本部」として、地域協働による情報集約と共有、傷病者対応なども

実施している。平成 23 年 3 月の東日本大震災に際しては、帰宅困難者を自主的に受け入れ、公助

の責務を果たすとともに自助としても訓練の成果が機能した。 

 

  取組の特徴                                                 

統計・シミュレーションを基に今後の防災対策を検討 

 同大学では、新宿駅周辺地域との連携による防災・減災への取組を推進しており、平成 19 年に周

辺地域と新宿駅周辺防災対策協議会（平成 21 年、新宿駅周辺滞留者対策訓練協議会から名称変更）

を立ち上げ、自助・共助・公助にわたる互いの役割分担である新宿ルールを策定し、大地震発生時

の帰宅困難者対策など新宿駅周辺の地震防災対策を行ってきた。 

 東日本大震災時には、帰宅困難者を自主的に受け入れ、震災後の 3 月 29 日には同大学において新

宿駅周辺防災対策協議会は西口地域訓練検証会を開催し、震災当日の状況を振り返るとともに、防

災訓練の反省点などの検証を行い、より強固な連携の構築を再確認している。 

 平成 24 年 2 月 3 日に行われた東京都大規模総合防災訓練では、同大学は新宿駅周辺事業者ととも

に、帰宅困難者を対象とした情報収集・伝達訓練を行い、新宿キャンパスに情報基地を設置した。

統計・シミュレーションを基に、今後の帰宅困難者の集中と混乱の回避する方策を検討するなど、

今後の防災対策の確立に重要な役割を果たしている。  

【新宿キャンパス 外観】

【新宿キャンパス 外観】
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【総合防災訓練の様子】 

 

 平時の活用 

 平成 21 年より 6カ年計画として同大学内に設置された UDM（都市減災研究センター）では、建築・

都市の防災と機能継続に関する総合的な研究に加え、首都圏における防災・減災対策の実践事例を

提示し、1次、2次災害の低減を図っている。 

 工学院大学(東京)、東北福祉大学(仙台)、神戸学院大学(神戸)の 3大学が連携した「防災・減災・

ボランティアを中心とした社会貢献教育の展開」プロジェクトは、高度な社会貢献に関する研究・

教育を行い、防災・減災・ボランティア活動を通じて社会に貢献できる学生を育て、送り出すこと

を目的としている。 

  



被災者等の⽀援 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

25 帰宅困難者への支援を行っている例  / その他の事例 

１． ２． ３． ４．その他事業者 

池袋駅周辺の帰宅困難者対策へ協力            事例番号 194 東京信用金庫 

■業種：金融業,保険業   ■取組の実施地域：東京都 

 東京信用金庫では、東日本大震災時、帰宅困難となった保育園の関係者と保育園児に対し、同金庫

ビルの一部を一時滞在施設として提供した実績がある。また、地元に本店がある金融機関として、

東京都豊島区が実施する帰宅困難者対策訓練に参加協力してきた等の経緯から、同金庫理事長から

豊島区長に連携協力の申し出を行い、平成 26 年 6 月、帰宅困難者対策の連携協力に関する協定を

締結した。 

 ターミナル駅である池袋駅を抱える豊島区は、平成 27 年 5 月に新庁舎を開庁する予定としている。

新庁舎と同金庫も近いことから、区と一体となって、帰宅困難者対策を進めていくこととしている。

 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

社屋の開放や大型ビジョンの活用などによる帰宅困難者支

援                     事例番号 195
中京テレビ放送株式会社 

■業種：情報通信業   ■取組の実施地域：愛知県 

 中京テレビ放送株式会社では、地震対策として新社屋に免震構造を採用し、液状化対策もあわせて

実施した。また、万一の浸水被害を防ぐために、敷地のかさあげや受変電設備・非常用発電機等の

上層階への設置を行った。非常用発電機の冗長化により停電時でも 7日間以上のテレビ放送の継続

を可能としたほか、敷地内に給油所を設置して取材・中継等の業務継続を図っている。 

 また大災害時には、1 階のエントランスホールと多目的ホールを帰宅困難者の一時退避場所・施設

として開放する予定としており、社屋隣接の公園に面して大型屋外ビジョンを設置し、災害時の情

報伝達設備として活用することとしている。さらに隣接公園に退避・避難する住民が利用できる、

マンホールトイレを 10 基程度設置しており、平成 28 年度に帰宅困難者用の飲料水や食糧なども備

蓄する計画である。 

 

１． ２． ３． ４．その他事業者 

社員を帰宅困難者にさせないためのマニュアル策定と帰宅

困難者受入態勢の整備                        事例番号 196
三井住友海上火災保険株式会社 

■業種：金融業,保険業   ■取組の実施地域：全国 

【社員を帰宅困難者にさせないためのマニュアル策定】 

 三井住友海上火災保険株式会社では、平成 23 年 11 月、災害発生時の社員の帰宅や残留に関する対

応マニュアルを制定し、災害発生時に東京 23 区等においては「事務所残留」を原則とした。 

 同社のマニュアルでは、徒歩帰宅についての可否のチェックリストを設けている。例えば、時速

2.5km で日没までに自宅に到達しない場合には、事務所残留とする等の項目がある。 

【帰宅困難者受入態勢の整備】 

 同社は、平成 24 年 8 月に、駿河台ビルと駿河台新館について、千代田区と帰宅困難者受入及び備

蓄品保管倉庫の無償貸与の協定を締結したことに続き、平成 25 年 9 月には詳細協定を締結し、帰

宅困難者受入スペース（約 2000 ㎡）や備蓄品保管用貸与倉庫(約 200 ㎡)を特定した。 

 

 

 



被災者等の⽀援 

 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

「帰宅困難者対応」「一時避難場所の提供」     事例番号 197 野村不動産株式会社 

■業種：不動産業   ■取組の実施地域：埼玉県、神奈川県 

 野村不動産株式会社が開発した「オハナ平塚桃浜」は、平塚市の津波ハザードマップの浸水エリア

内に所在するため、津波等からの避難のため「一時避難場所」を設置し、平塚市の津波避難ビルに

指定された。災害時には約 900 名の市民が避難できる。 

 また「武蔵浦和第 1街区」内で同社が手がける物件では、住宅部分にさいたま市初の「帰宅困難者

受入場所」を設置する取組であり、建物の安全性を高めるための免震構造とするとともに、100 名

の帰宅困難者の受入ができるよう、3日分の食料・飲料水などの備蓄をしている。 

 

１．インフラ関連事業者 ２． ３． ４．

分散保管、集中保管とを組合せた備蓄品配置計画  

事例番号 198
鹿島建設株式会社 

■業種：建設業   ■取組の実施地域：東京都 

 鹿島建設株式会社では、帰宅困難時用の水や食料を 3 日分備蓄しているが、1 日目の分を各職場に

分散保管し、2～3日目の分を倉庫に集中保管することとした。分散保管を採用することにより、各

職場において帰宅困難者が発生した場合においても、初日から備蓄品を移送・配布する必要を無く

すことができる。 

 逆に、遠隔地で災害が発生した場合、分散保管のみの場合、備蓄品を被災地に送ることに大きな手

間がかかるが、一部倉庫に集中保管しておくことで効率性も確保することができる。 

 事業所内部への備蓄品の配布等内向きの作業を極力減らし、道路啓開など建設会社としての使命を

果たすことに資源を集中することを目指している。 

 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

帰宅困難者への支援とエリアエネルギーマネジメントを実

施                                          事例番号 199
東京建物株式会社 他 

■業種：不動産業   ■取組の実施地域：東京都 

 東京建物株式会社、第一生命保険株式会社、片倉工業株式会社、清水地所株式会社、京橋開発特定

目的会社、ジェイアンドエス保険サービス株式会社の計 6社が所有するオフィスビル「東京スクエ

アガーデン」では、帰宅困難者を受け入れるための空地提供や防災備蓄倉庫、マンホールトイレの

整備に加え、災害情報発信拠点としての地域 FM スタジオの整備を行っている。さらに建物内の医

療機関との災害時の連携を図る等、DCP (District Continuity Plan：地区継続計画)性能向上に取

組んでいる。地元自治体や近隣企業と共に「帰宅困難者支援施設運営協議会」を組成し、地域一体

となった災害対策にも取組んでいる。災害時は、数千人に及ぶ在館者と周辺地域の帰宅困難者の生

命を守る強靱な建物として機能することが期待される。 

 また、中小規模ビルの多い当該地域の強靱化・低炭素化を推進するための拠点として「京橋環境ス

テーション」を設け、省エネ助言窓口や省エネ技術ショールームを開設している。また、複数の建

物のエネルギー利用状況を計測・分析する等のエリアエネルギーマネジメントを始めており、地域

コミュニティーの形成や地域の環境性能や安全性向上に取組んでいる。 

 

１．インフラ関連事業者 ２． ３． ４．

訓練を行い帰宅困難者対策を確認              事例番号 200 株式会社大林組 

■業種：建設業   ■取組の実施地域：東京都 



被災者等の⽀援 

 
 株式会社大林組では、段階的帰宅や集団帰宅についてのルールを定め、従業員の一斉帰宅を抑制す

るとともに、公共交通機関等が止まり、移動が困難な場合、来訪者も事務所内に待機することが出

来る体制を整えている。 

 従業員及び来訪者が事務所に待機する場合、総務部のみでは約 3,000 名の待機者の支援に対して人

手が不足するため、対応要員として予め総務部以外の部門から約250名のスタッフを選定している。

 施設損傷状況の把握（全 18 フロア）、来訪者への対応（待機・宿泊スペースの設置、館内誘導、備

蓄品配付）、従業員への対応（男女別宿泊スペースの割当）など、帰宅困難者対応を定着させるた

めの訓練を実施し災害時の一連の動きを確認している。 

 同社本社事務所は品川駅に近い場所に位置していることもあり、発災時に品川駅周辺で大量に発生

すると想定される滞留者への支援対策の推進を図るため、周辺企業と警察・消防・自治体とで組織

する「品川駅周辺滞留者対策推進協議会」の会員として地域防災力の向上にも協力している。 

 

１． ２．サプライ関連事業者 ３． ４．

赤十字エイドステーションの開設・運営訓練    事例番号 201 日本赤十字社東京都支部 

■業種：医療,福祉   ■取組の実施地域：東京都 

 日本赤十字社東京都支部では、災害救護訓練や防災訓練時などにおいて、地域赤十字奉仕団や救護

ボランテイアなどと協力し、帰宅経路途中での徒歩帰宅者への支援（簡単な応急手当・水分の補給・

休憩など）を目的とした「赤十字エイドステーション」を設置する取組を進めている。また、調布

駅北口、国立市谷保天満宮等常設の赤十字エイドステーションもある。 

 訓練時には、首都直下地震等により交通機関が停止した場合など想定し、「赤十字エイドステーシ

ョン」を開設する手順や実際の運営方法等についての確認を行っている。 

 同支部では、「赤十字災害救護セミナー」を定期的に開催し、平時及び災害時に各種活動に参加す

る赤十字救護ボランティアの養成にも努めており、テント設営、発電機の操作等の救護資機材操作

実習や、担架を使った搬送方法の実習や折り畳み寝台の組立て、無線通信やロープワーク等の他災

害救護シミュレーション等のカリキュラムを 2日コースで実施している。 

 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

名古屋駅、大阪駅における帰宅困難者対策      事例番号 202

名古屋駅周辺地区安全確保計画部

会、大阪駅周辺地区帰宅困難者対策

協議会 

■業種：サービス業（他に分類されないもの）   ■取組の実施地域：愛知県／大阪府 

 18 万 8 千人の平日昼間人口を擁する名古屋駅周辺地区の安全確保対策を進めるため、平成 25 年 7

月、名古屋駅周辺の都市開発事業者、建物の所有社、鉄道会社及び名古屋市や愛知県などが、官民

一体型で「名古屋駅周辺地区安全確保計画部会」を立ち上げた。 

 南海トラフ地震の被害想定では、最大約 7万 7千人が帰宅困難者となり、そのうち買い物客や出張

者ら滞在場所のない帰宅困難者も約 3万 4千人発生すると想定される。同計画部会では、この帰宅

困難者を受け入れる「一時待避場所」14 施設と「退避施設」7施設を決めた。今後、同部会では受

け入れ施設のガイドラインを作成し、より幅の広い事業者に協力を呼びかけるとともに、非常用発

電施設や備蓄倉庫の在り方について、詳細な 2次計画を策定する予定である。 

 1 日の乗降客数が 236 万人を数える大阪駅周辺地区では、平成 23 年 8 月に鉄道事業者、地下街、百

貨店等 95 者からなる「大阪駅周辺地区帰宅困難者対策協議会」が設立された。 

 平成 23 年 11 月には、「大阪駅周辺における大規模災害時帰宅困難者対策検討会報告書 Ver.1」で

示された帰宅困難者対策の 4つのコンセプト「とどまる」、「ともに働く」、「無事に帰す」、「地域で

保護」などを検証することを目的に、「大阪府・大阪市帰宅困難者対策訓練」を実施するとともに、

同協議会で対応マニュアルの作成・検討などを行っている。 

 


	0522
	0523
	0524
	0525

